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要旨：本研究の目的は、授業づくりと学級での教師の児童への関わり方について児童の自己有用感を高めるために工夫
した指導方法の成果と課題を授業成果及び授業者の自己評価の観点から明らかにすることである。授業成果は単元テス
ト及び観点別評価で、学級での教師の児童への関わり方は授業者の自己評価で、児童の自己有用感は小学校版自己有用
感尺度を用いて検討した。その結果、①指導方法を工夫した国語と算数の両実践は単元終了時の単元テスト及び観点別
評価の結果から授業成果を保証できた実践であるとともに、児童の自己有用感の学習及び自己表現面でも向上したこと
から、この指導方法の工夫は児童の自己有用感を高めるうえで有効であったといえよう。②学級での教師の児童への関
わり方については、授業者は休み時間、給食指導、終わりの会等で児童の自己有用感を高める賞賛や助言で児童と関
わったが、それは限定的で短期間での取組であったため対人に関する児童の自己有用感を顕著に向上させることができ
なかった。
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１．はじめに
　

　2022 年 9 月 1 日の朝日新聞朝刊に小学 6 年と中学 3
年を対象に実施された令和 3 年度全国学力・学習状況
調査の結果が掲載された。奈良県では「国語の勉強が好
き」と回答した小・中学生が減少したことと併せて、自
己有用感や挑戦心を問う項目で「自分によいところがあ
る」と回答した小学生が前回比 5.4 ポイント減であると
いう記事が掲載された（朝日新聞 25 面，2022.9.1.）。
　自己有用感は、「自分と他者（集団や社会）との関係
を自他共に肯定的に受け入れることで生まれる、自己
に対する肯定的な評価（国立教育政策研究所生徒指導・
進路指導研究センター，2015）」とされ、近年、自尊感
情、自己肯定感、自己効力感等とともに実践的研究が盛
んに行われるようになっている。これまでの自己肯定感

（作田・中山，2012：梅山・撫尾，2012：岡崎・上薗，
2021）、自尊感情（小西，2006：林，2016）、自己効

力感（永田・片山ほか，2020：杉本・古井，2018：遠藤・
阿部，2019）等の研究では、総じて、教科指導や道徳
を対象に他者とのコミュニケーションについて協同学習
やグループ学習の工夫により自己肯定感、自尊感情、自
己効力感が向上したと報告されている。
　その一方で、「日本の若者は、諸外国の若者に比べて、
自身を肯定的に捉えている者の割合が低い傾向にある
が、日本の若者の自己肯定感の低さには自分が役に立た
ないと感じる自己有用感の低さが関わっている（内閣府，
2019）。」や「他者なしでも成立する自尊感情や自己存
在感と異なり、『自己有用感』は他者の存在や他者との
交流を前提にして生まれる。だからこそ、『社会性の基礎』
となって、他者に対する配慮や集団に対する責任感、き
まりを守って行動しようとする自覚等にも結びついてい
く。今、学校に求められているのは、『自己有用感』を
獲得できるような体験活動の機会を増やすことだと言え
る（滝，2006）。」、「『自己有用感』の獲得が『自尊感情』
の獲得につながるであろうことは、容易に想像できます。
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しかしながら、『自尊感情』が高いことは、必ずしも『自
己有用感』の高さを意味しません。あえて、『自己有用
感』という語にこだわるのは、そのため（国立教育政策
研究所生徒指導・進路指導研究センター，2015）。」と、
児童生徒の自己有用感の重要性と指導方法の開発が叫ば
れている。
　児童生徒の自己有用感を高める近年の指導方法は、主
に学級活動と教科指導のそれぞれに焦点を当てて研究
が進められてきた。例えば、学級活動では、小学４年
生の学級活動の班活動で、「承認」と「フィードバッ
ク」による児童相互の評価活動を取り入れた取組（福
井，2019）、中学 2 年生の日常生活場面で生徒同士の
認め合い活動と振り返りカードを用いた振り返りを併用
した取組（山岸・赤坂，2021）、中学 3 年生で関わり
合いながら学級や係活動での課題を解決していく中で、
自己有用感を高める集団づくりを工夫した取組（荒木，
2020）、小学３〜６年生でボランティア学習と社会的能
力を育てる SEL-8S 学習プログラムを組み合わせた大単
元的実践の取組（堤・小泉，2011）、小学６年生の学級
活動で話し合いカードや振り返りシートを活用した話し
合いの在り方を工夫した取組（青木，2009）等がそれで、
これらの取組により児童の自己有用感が向上したことが
報告されている。
　また、教科指導では、小学 5 年生社会科で児童の言
葉を「広げる」、「つなげる」の二つの視点から具体的
な教師の手立てを２回にわたり実践した取組（長澤，
2019）、ワールド・カフェによる話し合い活動とポート
フォリオによる評価を取り入れた小学 6 年生算数授業
の取組（田村，2017）、小学 5 年生体育科で①ルール・
場の設定、②課題解決に向けた話し合いの工夫、③振り
返りシートの活用という手立てを組み込んだ実践の取組

（笠井，2020）等がそれで、いずれも児童の自己有用感
を高める指導方法の工夫としては効果的であったと報告
されている。
　このように、自己有用感に関する先行研究では、学級
活動及び教科指導のそれぞれに焦点が当てられた効果的
な指導方法が報告されているが、学級担任制である小学
校では学級担任が学級活動、特別活動、教科指導の全て
を指導しており、これらを分けて考えるより、これらの
指導を通して児童の自己有用感を高めるための指導方法
を考える方が教師には指導方法として意識し易くなるの
でないだろうか。くわえて、これまでの教科指導に焦点
が当てられている取組では、単元や授業でのねらいの到
達度や学力保証については問われていない。
　2020 年度から完全実施が始まった新学習指導要領で
は、「何を学ぶか（新しい時代に必要となる資質・能力
をふまえた教科・科目等の新設や目標・内容の見直し）」

「どのように学ぶか（主体的・対話的で深い学びの視点
からの学習過程の改善）」「何ができるようになるか（新
しい時代に必要となる資質・能力の育成と学習評価の充
実）」がその方向性として示されている（文部科学省，
2017）。
　栃木県総合教育センター (2013) によると、自己有用

感が高い傾向にある児童生徒の意識や行動の特徴とし
て、「自尊感情が高く、自信がある」「他者に対して思い
やりのある行動ができる」「他者と協同できる」「学習へ
の意欲が高く、自主的・自律的な生活ができる」の四つ
があげられるとともに、「自己有用感」を高めることは、
これら四つに関する意識・行動を高める点で有効である
とも報告されている。この結果は、学校や家庭生活全般
についての結果であるが、新学習指導要領で求められる
学力保証や「主体的・対話的で深い学び」で求められて
いる児童の協働的な学びに繋がる学び方に求められる指
導方法にも通じるものがあると考える。
　そこで本研究では、授業づくりと学級での教師の児童
への関わり方について「児童の自己有用感」を高めるた
めに工夫した指導方法の成果と課題を授業成果及び授業
者の自己評価の観点から明らかにすることである。この
ことで、教科指導や学級活動を通して「児童の自己有用
感」を高めるための指導方法のみならず、学力保証や児
童の協働的な学びを実現するための指導方法に関する示
唆をも得られると考えた。

２．方法

２．１．実践時期及び対象
　本研究では、教職大学院生２年生（以降、授業者）が
学校行事である運動会終了後の 2022 年 10 月の１ヶ月
間の課題解決実習Ⅱにおいて A 市立 B 小学校３年 1 組
36 名、（なお、調査表未記入等の理由で４名を対象から
外し、32 名を分析の対象とした。）を対象に実施した児
童の自己有用感を高めるために工夫した学級での授業者
の児童への関わり方の取組及び同時並行的に実践した国
語１実践、算数１実践である。なお、国語は全 12 時間
で単元「ちいちゃんのかげおくり」（出版社：光村図書）、
算数は全 10 時間で単元「かけ算の筆算」（出版社：日
本文教出版）である。

２．２．小学校版自己有用感尺度調査
　本研究における児童の自己有用感を高めるための授業
づくりと学級での授業者の児童への関わり方についての
取組の効果を検証するために学級担任が実践している単
元開始前の１学期（５月）と運動会終了後に授業者が実
践した単元開始前日及び両単元終了日の３回にわたり
堤・小泉 (2008) が開発した「小学校版自己有用感尺度
調査（表１）」を実施した。
　この「小学校版自己有用感尺度調査」は「対人（８項目）」

「対学習（６項目）」「適切な自己表現（３項目）」の３因
子・17 項目で構成されており、学習者が何に対して自
己有用感を感じているかを測定することができる。他に
も児童の自己有用感を測定する調査項目は開発されてい
るが、本研究では、学級及び教科指導での授業者の指
導方法を検証する意味から、「対人」「対学習」「適切な
自己表現」の３因子で構成されている調査項目を使用し
た。なお、対象児童の発達段階に合わせて、学級担任と
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相談の上、児童が理解しやすいように文言を修正してい
る。また、回答は「とても当てはまる」「少し当てはまる」

「あまり当てはまらない」「ほとんど当てはまらない」の
４件法とし、「とても当てはまる」を４点、「少し当ては
まる」を３点、「あまり当てはまらない」を２点、「ほと
んど当てはまらない」を１点、として因子及び項目毎の
平均点及び標準偏差を算出した。なお、統計処理は各因
子領域及び項目における調査時期の影響を分析するため
に、SPSS 統計パッケージ Ver.22 を用いて、因子領域及
び項目毎に対象児童内１要因分散分析（対応あり）（３
水準）を行った。

２．３．授業づくり
　本研究の授業づくりは「小学校版自己有用感尺度調査」
の「対学習」及び「適切な自己表現」因子・項目の側面
に焦点をあてて行った。そのために、学級活動を対象に
児童の自己有用感を高める指導方法として効果が確認さ
れている「価値観を広げるための活動プロセス（図１）（池
永，2019）」を本研究の２つの授業づくりに指導方法の
工夫として取り入れた。この活動のプロセスは、「主体的・
対話的で深い学び」が推奨されている新学習指導要領で
の教科指導における児童の協働的な学びを生み出す指導
方法にも通じると考えたからである。
　具体的には、最初に教科指導の観点から単元での児童
の学力を保証するために、学級担任と共同で指導書に基

表２　同時進行で実践された国語と算数の「本時のめあて」と組み込まれた指導方法の工夫

表１　小学校版自己有用感尺度質問項目

 図１　価値観を広げるための活動のプロセス ( 池永，2019）
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づいた単元計画を作成し、次に、「価値観を広げるため
の活動のプロセス（図１）（池永，2019）」を教科指導
用に修正して、「対学習」及び「適切な自己表現」の側
面を高める指導方法の工夫を組み込むこととした。その
指導方法の工夫とは、①授業で共通の目標を決める、②
一人ひとりが役割をもつ、③それぞれの役割の中で、活
動の目標を決める、④目標に向かって活動を行う、⑤定
期的に活動の振り返りを行う、⑥自分のがんばりを伝え
合い、そのがんばりにどのようなよさがあるのか考える、
⑦それぞれの活動のよさを見つけて伝え合う、の７観点
である。
　以上の手続きを経て作成された国語及び算数の単元計
画と組み込まれた児童の自己有用感を高めるために工夫
した単元実施計画及び指導方法の工夫が表２である。
　なお、本実践の成果を検証するためにそれぞれの単元
終了後に、光文書院が作成した「単元テスト」（国語は
C テスト：「知識と技能」と「思考力・判断力・表現力等」

がそれぞれ 100 点満点、算数は AP テスト：「知識と技
能」と「思考力・判断力・表現力等」がそれぞれ 50 点
満点で構成されている。）」と授業者と学級担任が共同で
作成した評価基準注 1､ 2）に基づく「児童への観点別評価」
を実施した。

２．４．授業者の学級での児童への関わり方
　授業者の学級での児童への関わり方については「小学
校版自己有用感尺度調査」の「対人」因子・項目の側面
に焦点をあてて関わり方を工夫した。具体的には、単元
開始前日から両単元終了日まで計 15 日間にわたり、作
成した「授業者の学級での児童への関わり方に関する自
己評価（表３）」の項目に基づき授業者が日々、児童へ
の関わり方を意識した。これらの項目は、「小学校版自
己有用感尺度調査」の「対人」因子の８項目を基に、授
業者の学級での児童への関わり方について「休み時間」

「給食指導」「終わりの会」「学校生活全体」のそれぞれ
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の場面で児童に働きかける際のポイントを「賞賛」と「助
言」の二つの行動で作成したものである。なお、回答は

「できた」「少しできた」「あまりできなかった」「できな
かった」の４件法とし、項目毎にその回答を集計した。

３．結果と考察

３．１．本実践の授業成果
　図２は、実施した国語の単元終了後に実施した単元テ
スト（Ｃテスト）の結果である。この結果から国語では「知
識及び技能」が 100 点満点中 95 点、「思考力・判断力・
表現力等」でも 100 点満点中 90 点の高い得点を示して
いる。なお、テスト作成会社の単元テストに記載されて
いる予想平均点は「知識及び技能」が 87 点、「思考力・
判断力・表現力等」が 84 点であることから、本実践は「知
識及び技能」「思考力・判断力・表現力等」の両観点で児
童の学力を保証できた実践であったことがうかがえる。
　同様に算数（図３）でも「知識及び技能」が 50 点満
点中 47 点、「思考力・判断力・表現力等」でも 50 点満
点中 48 点であった。テスト作成会社の単元テストに記
載されている予想平均点は「知識及び技能」が 42 点、

「思考力・判断力・表現力等」が 43 点であることから、
本実践は「知識及び技能」「思考力・判断力・表現力等」
の両観点で児童の学力を保証できた実践であったことが
うかがえる。
　次に、図４・５はそれぞれの実践に対する授業者によ
る単元終了後の観点別評価の結果である。この結果から､
国語・算数とも「知識及び技能」「思考力・判断力・表
現力等」「主体的に学習に取り組む態度」の３観点でほと
んどの児童がＡ評価、Ｂ評価を得ていることがわかる。
　以上のことから、教科指導の観点から単元での児童の

学力を保証するために、学級担任と共同で指導書に基づ
いた授業づくりをしたうえで、児童の自己有用感、特に、

「対学習」及び「適切な自己表現」の側面を高めるため
に指導方法を工夫した国語と算数の両実践は単元として
児童の学力を保証でき、肯定的な観点別評価であったこ
とから、授業成果を保証できた効果的な実践であったと
いえよう。

３．２．「授業者の学級での児童への関わり方に関する自
己評価」の結果
　国語と算数の両実践では児童の学力と観点別評価の両
側面で授業成果を保証できたが、「小学校版自己有用感尺
度調査」の「対人」の側面に焦点をあてた授業者の学級
での児童への関わり方についてはどうであっただろう。
図６は、単元開始前日から両単元終了日までの計 15 日
間にわたる「授業者の学級での児童への関わり方に関す
る自己評価」の結果を対応する「小学校版自己有用感尺
度調査」の項目番号順にその回答を割合で示したもので
ある。
　この結果から、自己評価項目番号２、７、９、11 で「で
きた」「少しできた」を合わせた割合が多くなっている。
それらの項目は、授業中や休み時間で「わからない友達
に教えている児童」、「誰かがいけないことをしたときに、
止めるように言えている児童」、「誰かが自分を困らせた
時にしないでと言える児童」や給食時に「配膳をしてく

授業づくりと学級での教師の児童への関わり方の工夫が「児童の自己有用感」に及ぼす影響

図３　単元テストの結果（算数）

図２　単元テストの結果（国語）

図５　観点別評価の結果（算数）

図４　観点別評価の結果（国語） 
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れている児童」に対する賞賛であり、「手伝ってと頼め
ない児童」や「手伝おうかと声をかけられない児童」「止
めるように言うことができない児童」「嫌な時にしない
でと言えない児童」「帰りの準備を手伝うことができな
い児童」「給食当番の分を配膳していない児童」への助
言等であったことがわかる。また、「小学校版自己有用
感尺度調査」の「対人」因子との関係では、「これから
先も、たくさんの友だちができると思う（項目２）」「自
分でわかっていることは、わからない友だちに教えるこ
とができる（項目４）」「誰かが悪いことをしたとき、そ
れをやめるように言える（項目７）」について意識的に
児童と関わることができていた。
　一方、それ以外の項目（項目１、３、４、５、６）に
対する賞賛や助言は自己評価ではほとんどできていな
かった。なお、項目８の「友達がいじめられている時」
や項目 10 の「けんかをした時」への関わりはほとんど
なかったが、これは、そのような場面自体がこの学級で
はほとんどなかったからである。
　このことから、授業者は給食指導や終わりの会といっ
た特定の場面で特定の状態の児童に対しては児童の自己
有用感、特に「対人」因子の特定の項目を高める関わり
方を意識できたが、学級担任ではなく、しかも、一ヶ月
という短い期間で全ての項目に関して児童と積極的に関
わることは総じて難しかったことがわかった。

３．３．「小学校版自己有用感尺度」の結果
　児童の自己有用感、特に「対学習」「適切な自己表現」
を高めるために指導方法を工夫した国語と算数の両実践
で児童の学力保証と肯定的な観点別評価を得ることがで
き、授業者の学級での児童への関わり方では、「対人」
を高めることを意識したが特定の場面・児童しか賞賛や
助言を行うことができなかった今回の取組において、児
童の自己有用感はどのように変容したのだろうか。
　図７は、学級担任が実践していた単元開始前の１学期

（５月）と授業者が実践した単元開始前日及び両単元終
了日の３回にわたり実施した「小学校版自己有用感尺度
調査（表１）」の結果を因子及び項目別に示している。
　その結果、因子別にみてみると「対人」「対学習」「適
切な自己表現」の３因子とも１学期から単元開始前まで
低下し、単元終了時に向けて上昇するという同様の傾向
がみられた。さらに、「対学習」因子については、調査
時期による有意な主効果「（F(2,62)=3.411,p<.05）」がみ
られ、多重比較の結果、「対学習」因子は、単元開始時
と単元終了時 (p<.01) に有意差が認められた。項目では

「Q 13：自分はがんばれば、いろんなことができると思
う（F(2,62)= 3.460, p<.05）」「Q14：よく聞けば、勉強
はよく分かる（F(2,62)= 5.280, p<.01）」「Q16：授業中、
自分の考えを発表できる（F(2,62) =3.867,p<.05）」の３
項目で調査時期による有意な主効果がみられ、多重比較
の結果、Q13 では単元開始時と単元終了時 (p<.05)、１
学期と単元開始時 (p<.05) で、Q14 では１学期と単元開
始時 (p<.05)、１学期と単元終了時 (p<.05) で、Q16 で
は単元開始時と単元終了時 (p<.01) に有意差が認められ
た。また、「Q10：自分が立てた計画は、やりとげる自
信がある」「Q11：何かをしようと決めたら、すぐに取
りかかる」「Q12：おもしろくないことでも、最後まで
がんばることができる」も主効果こそ認められなかった
が単元開始時に比べて単元終了時は大きく向上してい
る。また，「適切な自己表現」因子は主効果こそ認めら
れなかったが、下位項目である「Q16：授業中、自分の
考えを発表できる（F(2,62)= 3.867, p<.05）」で調査時
期による有意な主効果がみられ、多重比較の結果、単元
開始時と単元終了時 (p<.01) に有意差が認められた。
　これらの結果から、国語と算数の両単元を通して、「自
己有用感尺度調査」の「対学習」「適切な自己表現」の
側面を高めるために児童の学力保証と「価値観を広げる
ための活動のプロセス（池永　2019）」の７観点で工夫
した授業づくりと指導方法は学習や自己表現に関する児

中村　洸太・中井　隆司 

図６　授業者の学級での児童への関わり方に関する自己評価結果
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童の自己有用感を高めることに関して効果があったとい
えよう。具体的にどの観点での工夫が児童の自己有用感
を高めたのかは特定できないが、授業者がこの７観点を
意識した指導を実践することで、児童の学びの変化を読
み取ることができた。それは、授業で共通の目標を決め
ることで児童が学ぶべき道筋を明確に理解でき（観点
①）、ペアトークでお互いに役割をもたせることで、た
だ話し合うのではなく、児童が役割を意識して話し合い
ができ、相手に伝わるように話す、相手の考えをきちん
と理解するといった姿から話し合いが有意義になって
いった（観点②③）、また、ペアトークの目標を示すこ
とで、児童が頑張るべきことを理解し、ペアトークがよ
り活発になった（観点④）。そして、活動の振り返りを
行うことで、学習の中で児童が何を考えることができた
のかを想起することができ、次時以降へのつながりに
なった（観点⑤）。また、学習の中で児童が頑張ったこ
とを伝え合うことで、自分のがんばりを他者に認めても
らい、次時以降への意欲に繋がり（観点⑥）、ペアトー
クで伝え合う内容を事前に伝えることで児童が考えを書
く際にペアの人に分かりやすく伝えようと考えをまとめ
る姿が度々みられた（観点⑦）、である。このように価
値観を広げるためのプロセスに重点をおいて実践したこ
とが「対学習」「適切な自己表現」因子及び項目の変化
に影響したのではないかと考える。
　一方、「対人」因子及びその下位項目については主効

果こそ認められなかったが、「Q2：これから先も、たく
さんの友だちができると思う」「Q4：自分でわかってい
ることは、わからない友だちに教えることができる」は
単元開始時に比べて単元終了時が大きく向上している。
これらは「授業者による学級での児童への関わり方に関
する自己評価結果（図６）」で授業者が意識できた教師
の関わり方と一致しており、学級での授業者による児童
への関わり方を意識することで一定の効果が表れること
を示している。
　児童の自己有用感は長い期間をかけて形成されるとい
う考え方もあるが、児童の自己有用感を高める教科指導
に関する先行研究（長澤，2019：田村，2017：笠井，
2020）でも一単元で児童の自己有用感を向上させるこ
とができたと報告されていることから、指導方法の工夫
の仕方次第で短い期間でも学習に関する児童の自己有用
感を向上させうることが本研究でも追認された。
　一方、児童間や教師児童間の関係性に関する児童の
自己有用感は、先行研究（福井，2019：山岸・赤坂，
2021：荒木，2020：堤・小泉，2011：青木，2009）
で長い期間をかけた学級活動等の取組により向上したこ
とが報告されており、本研究結果で示された「対人」因
子に関する児童の自己有用感が学級担任でなく、しかも、
一ヶ月という期間での取組で限定的な効果しか得られな
かったことも追認できる。

授業づくりと学級での教師の児童への関わり方の工夫が「児童の自己有用感」に及ぼす影響

 図７　小学校版自己有用感尺度の結果
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４．まとめ

　本研究の目的は、授業づくりと学級での教師の児童へ
の関わり方について児童の自己有用感を高めるために工
夫した指導方法の成果と課題を授業成果及び授業者の自
己評価の観点から明らかにしようとした。授業づくりは、
その授業成果を単元テスト及び観点別評価で、学級での
児童への関わり方は授業者の自己評価で検討し、それら
と児童の自己有用感尺度との関係を検討した。
　対象は、教職大学院生２年生が運動会終了後の 2022
年 10 月の１ヶ月間の課題解決実習Ⅱにおいて A 市立 B
小学校３年 1 組（32 名）を対象に実施した児童の自己
有用感を高める指導方法を工夫した授業者の学級での児
童への関わり方の取組及び同時並行的に実践した国語１
実践、算数１実践である。なお、国語は全 12 時間で単
元「ちいちゃんのかげおくり」（出版社：光村図書）、算
数は全 10 時間で単元「かけ算の筆算」（出版社：日本
文教出版）である。
　得られた結果は以下の通りである。
　①国語の実践では単元終了後の「知識及び技能」が
100 点満点中 95 点、「思考力・判断力・表現力等」で
も 100 点満点中 90 点の高い得点を示し、単元終了後
の授業者による観点別評価も、概ね A・B 評価となった
ことから効果的な実践であったことが確認できた。
　②算数の実践でも「知識及び技能」が 50 点満点中
47 点、「思考力・判断力・表現力等」でも 50 点満点中
48 点で、単元終了後の授業者による観点別評価も、概
ね A・B 評価であることから効果的な実践であったこと
が確認できた。
　③「授業者の学級での児童への関わり方に関する自己
評価」の結果から、自己評価で「できた」「少しできた」
を合わせた割合でみてみると、授業者は給食時、授業中・
休み時間、終わりの会で児童に賞賛や助言を積極的にし
ていたが、その関わり方は限定的であった。
　④「小学校版自己有用感尺度調査」の結果から、「対
人」「対学習」「適切な自己表現」の３因子とも１学期か
ら単元開始前まで低下し、単元終了時に向けて上昇する
という傾向がみられた。さらに、「対学習」「適切な自己
表現」に関する因子・項目については、調査時期による
有意な主効果がみられ、多重比較の結果、単元開始時と
単元終了時等に有意差が認められた。一方、「対人」因子・
項目に関しては有意な主効果は認められなかった。
　以上の結果から、本研究で得られた成果として、最初
に、児童の学力保証と児童の自己有用感を高めるために
指導方法を工夫した国語と算数の両実践が単元として児
童の学力保証及び観点別評価で肯定的であり、児童の自
己有用感の学習及び自己表現面でも向上したことから、
この工夫は自己有用感だけではなく、協働的な学びに繋
がる指導方法の工夫であったと考える。特に、授業中の
児童同士の話し合い活動等でそれぞれの役割や認め合い
等は協働的な学習を進めていくうえで大切であり、その
点からも今後の授業づくりに向けた具体的な示唆を得る

ことができた。
　次に、学級での授業者の児童への関わり方については、
授業者は休み時間、給食指導、終わりの会等で賞賛や助
言という言葉で児童の自己有用感を高める関わり方を意
識したが、学級担任ではなく、しかも一ヶ月間という短
期間であったため、その関わり方は限定的であり、児童
の自己有用感の対人の側面を顕著に向上させることがで
きなかった。本研究では、これまでの学級活動及び教科
指導で別々に取り組むのではなく、これらの指導全般を
通して児童の自己有用感を高める指導方法を目指した
が、改めて、福井 (2019) や荒木 (2020) による班活動、
さらには、本研究で参考にした池永 (2019) による「価
値観を広げるための活動」を取り入れた長期間にわたる
学級活動等の取組を併用する必要性が確認できた。
　最後に、本研究での授業づくりの取組や先行研究の長
期間の学級活動から、児童は集団の中で「自分と他者と
の関係を自他共に肯定的に受け入れることで生まれる、
自己に対する肯定的な評価（国立教育政策研究所生徒指
導・進路指導研究センター，2015）」である自己有用感
を向上させることができる。しかし、その前提として教
師の児童への関わり方が必要であることも忘れてはいけ
ない。機会を改めて、これら教師の関わり方、学級活動、
授業づくりを統合した取組を実践してみたい。
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注

１）国語の観点別評価は、単元テスト作成会社が記載し
ている予想平均点を参考に児童の実態を加味して授業
者と学級担任で相談のうえ実施した。「知識及び技能」
は、単元テストの「知識と技能」の結果と様子や行動、
気持ちや性格を表す語句の量を増やし、話や文章の中
で使い、語彙を豊かにしているかどうか等を、「思考力・
判断力・表現力等」は、単元テストの「思考力・判断
力・表現力等」の結果と登場人物の気持ちの変化や性
格、情景について、場面の移り変わりや文章表現等と
結びつけながら想像できているか。文章を読んで理解
したことや考えたことに基づいて、感想や考えをもつ
ことができているかを、「学びに向かう力・人間性等」
は、登場人物の気持ちや様子の変化について、場面の
移り変わりと結び付けて想像したり、学習課題に沿っ
て、物語を読んだ感想や考えをまとめることができて
いるかをそれぞれ総合的に評価した。

２）算数の観点別評価も、単元テスト作成会社が記載し
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ている予想平均点を参考に児童の実態を加味して授業
者と学級担任で相談のうえ実施した。「知識及び技能」
は、単元テストの「知識と技能」の結果と（２，３位
数）×（１位数）の筆算の仕方を、既習事項と関連づ
けて理解し、その計算ができているかどうか等を、「思
考力・判断力・表現力等」は、単元テストの「思考力・
判断力・表現力等」の結果と（２，３位数）×（１位
数）の筆算の仕方を、既習の乗法九九をもとにして考
えていかどうかを、「学びに向かう力・人間性等」は、
乗法の筆算の仕方を考えたり、計算を活用したりする
ことのよさに気づき、それらを学習に生かそうとして
いるかどうかをそれぞれ総合的に評価した。
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